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概　　要

標準的なホテリングタイプの立地-価格モデルを用いて,ライセンス契約が企業の製品

差別化戦略に与える影響を分析する.ライセンス契約が存在すると,契約前の企業の費用

格差やロイヤリティーの水準によらず最大差別化が実現する.また,費用削減投資の誘因

は総余剰最大化の観点から常に効率的になる.これらの結果は,ライセンス契約が存在し

ないケースと大きく異なる.
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Ⅰ.序

この論文では,標準的な線形都市上での立地一価格競争モデルを用いて,ライセンス契

約が企業の製品差別化戦略に与える影響を分析する.ライセンス契約が存在すると,費用

格差に依存せず最大差別化が実現されることを示す.更に,ライセンス契約が研究開発の

誘因に与える影響も分析し,ライセンス契約によって投資の誘因が社会的に見て効率的な

水準となることを明らかにする.

ライセンスの問題などなくても,企業が価格競争を回避するために差別化を行うことは

自明なことに思えるかもしれない. d'Aspremontetal (1979)が示したように,標準的

な仮定の下で企業はホテリングラインの両端に立地し,最大差別化が実現する.しかしこ

の結果は, 2企業の費用格差がある場合には成立しない.これを理解するために以下で2

つの例を示す.

例えば,研究開発の結果企業1が新技術を開発し費用を削減したとしよう.この費用条

件を所与として各企業が立地を決めたとする.費用格差が一定値を超えなければ,費用格
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差がないときと同様に最大差別化が均衡になるが,一定値を超えると純粋戦略均衡が存在

しなくなる(Ziss, 1933).混合戦略均衡は存在するが,事後的な均衡立地は確率1/2で最

大差別化,確率1/2で最小差別化となり,安定的に最大差別化は現れない(Matsumura

and Matsushima, 2009).

上記の例では,費用格差が確定する前に企業立地を決めた.逆に研究開発の前に企業が

立地を決めてその上で企業の費用構造が確率的に決まるとしよう.企業1の方が費用が低

いか企業2の方が低いかは立地時点ではわからないが,価格競争時には判るとしよう.こ

のとき,予想される費用格差が小さければ最大差別化が唯一の均衡になり,十分大きけれ

ば中央集積が唯一の均衡になり,その間であれば2つがともに均衡になる(複数均衡)1).

これらの結果からわかるように,技術革新とそれに伴う費用構造の非対称性は企業の製

品差別化戦略に大きな影響を与える.更に企業の製品選択が変化すれば企業の投資収益に

も,消費者の利益も含めた経済厚生にも影響が及ぶことになる.

しかし,上記の議論は技術革新に成功した企業が費用削減の利益を自社だけで享受する

ことを当然の前提としてきた,現実には技術革新に成功した企業はライバル企業に技術を

供与してライセンス収入を追加的に得る機会を追求するかもしれない.この論文では,ホ

テリングタイプの立地一価格モデルを用いて企業のライセンス契約の誘因を分析する.紘

果は,企業は(ライセンサー,ライセンシーともに)契約を結ぶ誘因を持ち,これを前提と

すると常に最大差別化が実現される,というものである.

次に投資の誘因を考えよう.ライセンス契約がない場合には,一つの企業が大きな研究

開発(大幅に費用を削減する研究開発)に成功すると,企業の差別化戦略が大きく変わるこ

とになる(一定の確率で最小差別化が実現する).こうなると競争が激化し,両企業の利潤の

構造が変わる.ライセンス契約が存在すると,製品差別化構造は技術革新の前後で変化が

なく,更に技術革新に成功した企業はライセンス収入という追加的な利益も袴られる.こ

の結果,ライセンス契約が存在すると,投資の誘因が適正になる(総余剰を最大化する水準

になる)2).

ライセンス契約の分析に関してはArrow (1962)以来膨大な研究の蓄積がある(Kamien,

1992).その中には製品差別化とライセンス契約の問題を扱ったものも多く存在する3).し

1)　松島･松村(2007)を見よ.中央集積になるストーリ-は技術革新の他に多く知られている.カルテルが

存在するケース(Jehiel, 1992, Friedman and Thisse, 1993, Gupta and Venkatu, 2002及び

Matsumura and Matsushima, 2005),情報交換による利益が存在するケース(Ma主 and Peng, 1999),ホ

テリングラインで表されない差別化が存在するケース(dePalmaetal, 1985),不完備情報下での繰り返し

購買(Bester, 1998)等がある.

2)　より広範な議論に関してはMatsumrua and Matsushima (2007)を参照せよ.

3)　Caballero-Sanz etal(2002), Fauli-011er and Sandonis (2002), Mukherjee and Balasubramanian (2001),
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かし,これらの研究では製品差別化の程度は外生として扱われており,ライセンス契約と

製品差別化の関係を議論したものではない.内生的な製品差別化のモデルとしては

Hotelling (1929)以来の立地モデルが最も標準的なモデルとして広く使われている

(Anderson et al, 1992).本論文でもこの立地モデルを用いてライセンス契約と製品差別化

の問題を分析する.

本論文の構成は以下の通りである.第2節では基本モデルを提示する.第3節ではライ

センス契約が常に最大差別イヒをもたらすことを示す.第4節では投資誘因とその効率性を

議論する.第5節で結論を述べる.

Ⅱ.モデル

線分[0,1]から成るホテリングタイプの直線都市を考える.企業1と企業2が競争する

複占モデルを考える.企業1の立地をxl,企業2の立地を1-X2とする.一般性を失うこ

となくxl≦ 1-X2と仮定する.消費者はこの直線都市上に均等に住んでいる.それぞれ

の消費者は1単位の財を企業1ないし企業2から購入する.各企業の立地点まで買いに行

くための移動費用は距離の2乗に比例するとする.都市内の地点∬に住む消費者の効用

は以下のように与えられる.

-二∴∴_　二∴.二:=I三二　　　一

ここでUは各消費者の支払い意志額で, tは移動費用の大きさを表すパラメータ-である.

企業1から買うのと企業2から買うのが無差別になる消費者の地点をX(pl,P2,Xl,X2)と表

す.これは以下の式から得られる.

- i(xl-X(pl,P2,Xl,X2))2-p1 - - i(1 -X2-X(pl,P2,Xl,X2))2-p2,　　　　　(2)

ここから次の式を得る.

X(pl,P2,Xl,X2) - ⊥±塾辺十百ポ空気･
2

企業1の需要Dlと企業2の需要D2は以下のようになる.

Muto (1993)及びWang and Yang (1999)を参照せよ.
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Dl(pl,P2,Xl,X2) - min imax(X(pl,P2,Xl,X2), 0), 1) ,

D2(pl,P2,Xl,X2) - 1 -Dl (pl,P2,Xl,X2).
(3)

この論文では次のような4段階ゲームを考える.第1段階では,それぞれの企業が同時

に独立に立地を決める.第2段階では各企業の限界費用が決まる.企業iの限界費用ci(i

-1, 2)が,確率的にCからci-C-h(h≧0)に下がる. hの確率密度関数をfi(h,Zi)と

する. Ziは各企業の投資量である.投資量を所与として各企業の費用は無相関である.第

3段階で,結果的により低い費用を実現した企業が,ライバル企業と技術供与の交渉を行

う.第4段階では2企業による価格競争が行われる4).

Ⅲ.均衡

1.価格競争

最初に第4段階の価格競争を分析する.一般性を失うことなく企業1の費用をcl-C-d,

企業2の費用をC2-Cとする.

まずライセンス契約が成立しなかったケースを考える. xlとX2を所与として,均衡価

格は以下のようになる.

Pl=

P2=

C-i(1-xl-X2) (1-xl十五)

3C-2d+i(1-xl-X2) (3+xl-X2)

3

C

3C-d+i(1-xl-X2) (3-xl+xZ)

3

if d≧t(1-xl-X2) (3-xl+X2),

if d<i(1-xl-X2) (3-xl+X2),

if d≧t(1-xl-X2)(3-xl+X2),

if d< i(1-xl-X2) (3-xl+X2).

もしd≧ i(1-xl-X2)(3-xl+X2)であればD1- 1となる.この市場では企業1は市場を

独占し,企業2は潜在的な競争者の地位に甘んじることになる.もしd< i(1-xl-X2)(3-

xl+X2)であればDl> 0, D2> 0となり両企業とも市場で生き残る.この結果両企業の利

潤は下記のようになる.

4)　費用の決定と立地決定の順番は入れ替えても命題1は成立する.
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7r･tl' ≡

方㌢…

d-i(llXl-X2)(1-xl+xZ)

(d+i(1-xl-X2) (3+xl-X2))2

18t(1-xl-X2)

0

(i(1-xl-X2) (31Xl+X2) -d)2

18t(llXl-XZ)
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if d≧t(1-xl-X2) (3-xl+X2),

if d<t(1-xl-X2) (31Xl+X2), (4)

if d≧t(1-xl-X2)(3-xl+X2),

if d<t(1-xl-X2) (3-xl+X2).
(5)

次にライセンス契約が成立したケースを考える,ロイヤリティをrとすると各企業の利

潤は以下のようになる,

7rl - (pl-(C-d))X+r(1-X)

- (pl-(C-d)-r)(iiT ･両竺云空気)･r,

7r2 - (p2-(C-d)-r)(1-X)

- (p2-(C-d)-r)(主二㌍ +両空言空嘉)･

(6)

(7)

均衡における各企業の価格は以下のようになる.

pl - (C+r-d)+i(1-xl-X2)q(3+xl-XJ
3

p2 - (Cわーd)'t-虹xl二禦3~xl'X2)
3

ここで重要な点は,もし企業1と企業2の立地が対称であれば,つまりxl-X2であれ

ば,両企業の価格が等しくなる点である.ライセンス契約がない場合,立地が対称的であっ

ても,企業1の価格と企業2の価格は一致しない.より費用の低い企業1の価格が低くな

る.ところが,ライセンス契約がある場合,費用構造が大きく変わる.企業2の費用はC

からC-d+rに変わる.企業1の生産費用はライセンスがない場合と同じくC-dであるl

しかし,全体の需要は一定なので,企業1の-単位の増産は企業2の-単位の減産を意味

する.その結果,企業1はライセンス料収入rを増産分失う.したがってライセンス契約

によって,企業1には機会費用が発生し,これが費用をrだけ引き上げる.この結果企業

1の限界費用もC-d+rとなり,実質的に両企業の限界費用が等しくなるのである.

この均衡価格を利潤関数に代入して,ライセンス契約下での各企業の利潤を得る.それ

は以下のようになる.

_　t(llXl-X:)(3+xl-X2)2
示　…

18
+7㌧

71

(8)



特集　研究開発戦略･特許制度と産業組織

諺…
i(1-xl-X2) (3lXl+X2)2

18
(9)

2.ライセンス供与

第3.段階でのライセンス契約について議論する.もし両企業の費用が等しければライセ

ンス契約はもちろん結ばれない.そこでどちらかの企業の生産費用がdだけ低い状況を

考える.ここで,仮にライセンス契約が結ばれるとして均衡におけるロイヤリティーr

がどうなるのか考えよう.

一般性を失うことなく企業1がdの費用優位性を持っとしよう.企業1の利潤は(8)で,

企業2の利潤は(9)で与えられる.企業2の利潤はrに依存せず,企業1の利潤はrの増

加関数となる.企業1の設定するrは当然r-dとなる5).この結果各企業の利潤は以下の

ようになる.

wf-

諺-

i(1-xl-X2) (3+xl-X2)2

18

i(1-xl-X2) (31Xl+X2)2

18

+d,

もしライセンス供与がなければ企業1と企業2の利潤はそれぞれ

㌦-

7r左V ≡

d- i(1-X2-Xl) (1-xl+X2),

(d+i(1-xl-X2) (3+xl-X2))2

18t(1-xl-X2)

0,

(i(1-xl-X2) (3-xl+X2) -d)2

18t(1 -xl-X2)

if d≧t(1-X2-Xl)(3-xl+X2),

if d< i(1-xl-X2) (3-xl+xZ),

if d≧t(1-xl-X2)(3-xl+X2),

if d<t(1-xl-X2)(3-xl+X2).

(9)

となる.

ライセンスの有無の利潤を比較して次の補題を得る.

補題1任意のxl,X2に対して粛≧がが成り立っ.等号はxl+X2-1,つまり両企業が同

じ立地を選んだときのみ成立する.

5)　dを超えるロイヤリティーは付けられない.これを超えると企業2は企業1の技術を使わなくなる.
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証明:企業2の費用は変わらず企業1の費用は増加しているので,企業2に関して補選が

成り立っのは明らかである.企業1に関しては

i(9-xl+X2) (3-xl+X2) (1-xl-X2)

18

wf･ -方㌢-

≧0,

if d≧t(1-x2-Xl)(3-xl+x2),

d(2t(6~X.lo+17.a (千_~X.1_てxD -d) > d(9~.xi+X2) '0,

18t(1-xl-X2)　　　　　　18

if d<t(1-xl-X2)(3-xl+X2).

したがって, xl+X2-1のケースを除き,任意のxl,X2に対して7rlL-wr>0となる. xl+

X2-1のケースでは打1LI Wr-0となる,　　　　　　　　　　　　　　　　　　Q.E.D.

つまり,費用格差があれば両企業ともライセンス契約を結ぶ誘因を持ち,結果的に各企

業の利潤は正,諺となる.ライセンス契約は技術優位にある企業1に追加的なライセン

ス収入をもたらす.更に企業1はライセンス収入が機会費用になるため,企業2の顧客を

奪う誘因は小さくなり攻撃的な価格戦略をとらなくなる.結果的にライセンス契約がない

ときに比べ価格が上がるために企業2の利益にもなる.つまり,両企業にとってライセン

ス契約を回避するメリットがないのである.

3.研究開発と企業立地

前節までの議論から,どのような費用格差がついても,ライセンス契約が結ばれた結果

として,均衡価格,マーケットシュアとも費用変化前と変わらないことがわかった.更に,

費用条件の劣る企業の費用条件は利潤も費用変化前と同じとなる事もわかった.研究開発

は,費用条件で勝った企業のそれをdだけ増加させることになる.各企業の利益の期待

値は

れ　=

方2　=

i(1-xl-X2) (3+xl-X2)2

18

i(llXl-X2) (3-xl+X2)2

18

となる. aiはmax(CrCJ, 0)の期待値(企業iの費用の優位度の期待値)である. a.は各企業

の研究開発投資行動のみに依存し,企業立地に依存していない.最後に第一段階での立地

を分析する.各企業の利潤を各企業の立地で微分すると以下の式を得る.

莞ニーKl'3xl'xID8(3+xl~X2ヲ< 0,
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詑- -Hl+xl'3xi)8(3-xl'xD< 0,

つまり最適立地は端点で∬1-∬2- 0となる.これをまとめたのが以下の命題である.

命題1どのような確率的な費用削減投資を考えても,均衡立地はⅩ1-Ⅹ2-0となる.つ

まり最大製品差別化が実現される.

費用優位にある企業の機会費用まで考慮すれば両企業間で限界費用が等しくなるのだか

ら当然の結果である6).この論文ではロイヤリティーが費用格差dと等しくなる状況を考

えたが,この結果は例えばロイヤリティの水準が規制によりdより低い水準に抑制され

たとしても,企業1にライセンス契約を結ぶ誘因がある限りにおいて成立する頑強な結果

である7).

この性質はSappington (2005)の結果と深く関係している. Sappington (2005)では最

大差別化は既に仮定されたもとで,ライバルから部品を購入するか自ら作るかするかとい

う選択を分析している.この論文ではライバルから部品を購入することがライバルの機会

費用を上げ,結果的に部品の価格と自社の利潤が無関係になることを明らかにしている.

この共通の性質を使うと,最大差別化の結果が直ちに導出される.

Ⅳ.研究開発投資と経済厚生

前節では,研究開発投資と費用削減の関係がどのようなものであろうと必ず最大差別化

が実現することを明らかにした.この節では,簡単にライセンス契約下での投資誘因と経

済厚生の関係を議論する.

製品差別化は投資と無関係になる,従って,投資が製品差別化の変化を通じて生み出す

社会的な余剰も私的な利益も存在しない.企業iの投資による私的な利益は,ライバルの

6)　しかし自明な結果というわけではない. PoddarandSinha(2004)は最大差別化は実現されないと主張し

ている.彼らは投資水準の決定時にはロイヤリティ収入を考慮するが,立地競争の段階ではこれを考慮して

いないという首尾一貫しない分析の結果であり,このような分析がなされること自体機会費用の存在とそれ

を考慮した均衛の姿が自明ではないことを示している.

7)　最大差別化という結果は移動費用が距離の2乗に比例するという仮定に依存している.費用格差がないケー

スでも,異なる移動費用関数を考えれば異なり立地パターンが均衡となり得る.この点については

Anderson etal (1992)を参照せよ.より頑強な結果は,ライセンス契約が存在すれば,費用格差は均衡立

地に影響しないというものである.ロイヤリティの水準が規制によりdより低い水準になると,次節の結

果,投資誘因が適正になるという結果は成立せず,均衡投資量は過小となる.
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費用分布を所与として, maxtcl- C,, 0)の期待値となる.企業iの最適投資はmaxici-

C], 0)の期待値-投資費用を最大化する投資水準となる.

一方企業iの投資による社会的な利益は,やはりmax(cB- CJ, 0)の期待値となる.結果

的に企業2の費用の方が低くなれば,企業1の技術は結果的に使われず,追加的に企業1

の費用が下がることは(企業2の費用を下回らない限り)社会的な利益はない.逆に企業1

の費用が下回れば,両企業によってこの技術が使われ,つまり全供給に対して生産費用は

低下し,これが社会的な利益となる.総余剰最大化の観点からの企業iの最適投資はmax

(cl - CJ, 0)の期待値一投資費用を最大化する投資水準となる.

私的利益と社会的利益が常に一致するので,各企業の研究開発投資は効率的な水準とな

る.この性質はライセンス契約が存在することに決定的に依存している.ライセンス契約

がない場合には,費用条件の劣った企業の利潤が減少する効果が発生する.このbusiness

stealing effectを考慮しないで各企業は投資水準を決めるので,一般に投資水準は効率的

にならない.更に,費用格差の拡大は,より効率的な企業の市場シェアを増加させる.こ

れ自身は経済効率性を改善するので,より進んだ企業の更なる投資の誘因は一般には過小

になる8).更に企業立地にも影響を与えるため,投資の誘因は非常に複雑になる.これに

比して,ライセンス契約さえあれば,上記3要因のいずれも排除され,効率的な投資が実

現する.

Ⅴ.結語

この論文ではライセンス契約と製品差別化の問題を分析した.ライセンス契約がないも

とでは費用格差は複雑な均衡立地パターンを生む,しかし,ランセンス契約を結ぶことが

出来れば,`企業の立地パターンは最大差別化となる.更に,ライセンス契約により企業の

投資誘因は適正なものとなり,効率的な投資水準が実現することになる.これはライセン

ス契約がない状況での複雑な結果と対照的な結果である.

もちろんこの結果は,標準的な立地モデルを使ったこと,とりわけ全体需要の価格弾力

性がゼロであるという仮定に強く依存している.この仮定をゆるめることは,モデルの構

造を極端に複雑にして分析を難しくするが,何らかの分析可能な簡単なモデルを開発して

この問題を再考することは有益かもしれない.このラインの研究は将来の課題として残さ

8)　この生産代替効果についてはLal1iri and Ono (1988)を参照せよ.研究開発投資の文脈ではLahiri and

Ono (1999), Matsumura (2003), Ⅹitahara and Matsumura (2006)も参属せよ.
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れている.
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